有害使用済機器の保管等に関する届出関係事務取扱要領
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第１　目的
　　　この要領は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律の規定に基づく有害使用済機器の保管等に関する届出の事務処理について、一般的な事項を定めることにより、事務の円滑な運用を図ることを目的とする。
第２　用語の定義
１　法　廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号）をいう。

２　政令　廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭和46年政令第300号）をいう。

３　省令　廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則（昭和46年厚生省令第35号）をいう。

４　有害使用済機器　使用を終了し、収集された機器（廃棄物を除く。）のうち、その一部が原材料として相当程度の価値を有し、かつ、適正でない保管又は処分が行われた場合に人の健康又は生活環境に係る被害を生ずるおそれがあるものとして政令で定めるものをいう。

５　担当健康福祉センター　有害使用済機器の保管又は処分の業に関する届出書の受付等を行う健康福祉センターをいう。
第３　担当健康福祉センター
担当健康福祉センターは１か所とし、以下の基準により決定する。

(1) 保管のみを業として行おうとする者については、保管場所の面積が最も大きい所在地を管轄する健康福祉センターとする。

(2) 処分(再生を含む。)を業として行おうとする者については、主たる処理施設の所在地を管轄する健康福祉センターとする。
なお、保管場所の所在地と主たる処理施設の所在地を管轄する健康福祉センターが異なる場合は、主たる処理施設の所在地を管轄する健康福祉センターを優先する。

第４　保管等に関する届出
　

第４－１　受付事務
届出の区分（新規、変更、廃止）に応じ、所定の時期までに、所定の届出書様式に必要な書類を添付させ、必要部数を担当健康福祉センターへ提出させること。

第４－１－(1) 新規の届出
１　届出の時期
　　事業開始10日前までに届出を受付する必要がある。

　　※法改正の施行日(平成30年４月１日)に、既に有害使用済機器の保管等を業として行っている者については、施行後６か月を経過する日(平成30年10月１日)までに届出が受付されている必要がある。

２　届出書様式等

	届出書様式
	添付書類
	提出先
	提出部数

	有害使用済機器保管等届出書

（省令様式第35号の２）
	別紙１「有害使用済機器保管等届出書　添付書類チェックリスト」による。
	担当健康福祉センター
	正本１部

副本１部


３　届出受付に係る確認事項

　・次の事項を確認の上、届出を受付すること。

　　○「有害使用済機器の保管等に関するガイドライン（第１版）（平成30年３月環境省）」を参考に保管等の基準に適合しているかを確認すること。

○届出事項、添付書類に不備がないことを以下により確認すること。

 (1) 届出事項の確認
　　　　・省令様式第35号の２に必要な事項が記載されているかを確認すること。

　　　・届出事項に係る確認事項は以下のとおりである。

　　　　a-1　届出者が省令第13条の２第１号、２号、３号、４号、６号に該当しないことを確認すること。

　　　　a-2　氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名

・住民票の写し又は登記事項証明書（履歴事項全部証明書）どおりに記載されているかを確認すること。
　　　　　・氏名（法人にあっては代表者の氏名）が記名押印（自署の場合は押印不要）されているかを確認すること。
※法人が行う届出であって、事業場の代表者等が法人の代表者に代わって当該届出を行う権限を有することが委任状等により確認できる場合には、当該事業場の代表者等による届出で差し支えないこと。

※行政書士が代理人となって行う届出であって、届出者に代わって当該届出等を行う権限を有することが委任状により確認できる場合には、各種届出書における届出者（法人にあっては代表者）の押印は省略して差し支えないこと。ただし、届出書に添付すべき書類であって届出者の記名押印が必要な添付書類については、届出者（法人にあっては代表者）の押印が必要であること。

　　　b　事業の範囲

・「保管」、「保管及び処分（再生を含む）」等の届出する事業の範囲が記載されているかを確認すること。

　　　　c-1　事業場の敷地面積が省令第13条の２第５号に該当しないことを確認すること。
　　　c-2　事業所及び事業場の所在地並びに事業場の敷地面積

・有害使用済機器の保管等の業を行おうとする事業場の場所の所在地と面積が記載されているかを確認すること。

※敷地が道路等で分割している場合についても、一体的な管理がなされている場合は、一つの事業所とみなすこと。

　　　d　保管の場所の所在地及び面積並びに保管する有害使用済機器の品目、保管量及び保管の高さ

・有害使用済機器の保管等の場所毎に所在地、面積、保管する有害使用済機器の品目、保管量及び保管の高さが記載されているかを確認すること。

　　　e　保管高の上限

・保管場所毎の保管高の上限が記載されているかを確認すること。

　　　f　当該処分に係る事業場の所在地及び処分する有害使用済機器の品目

・処分を行う場合は、当該処分に係る事業場の所在地及び処分する事業場毎に処分する有害使用済機器の品目が記載されているかを確認すること。

　　　g　当該施設の種類、数量、設置場所、設置年月日及び処理能力
・事業の用に供する施設を設置する場合は、当該施設毎に施設の種類、数量、設置場所、設置年月日及び処理能力が記載されているかを確認すること。
　　　h　（未成年者又は成年被後見人若しくは被保佐人の場合）法定代理人の氏名及び住所

・未成年者又は成年被後見人若しくは被保佐人の場合は、法定代理人の氏名及び住所が記載されているかを確認すること。
(2) 添付書類の確認
　　　　・別紙１「有害使用済機器保管等届出書 添付書類チェックリスト」に記載の必要な書類が添付されているかを確認すること。

・第３者が証明等を行った書類については、原則、原本を添付させること。

　　　・添付書類に係る確認事項は以下のとおり。
①　事業計画の概要
・事業の全体計画、処理の方法（保管・処分の別）、取扱品目（品目毎の受入予定量、予定受入先事業者、保管場所、処理（保管又は処分）の具体的な説明、予定持出先）など保管基準又は処分基準に合致している旨の具体的な記載がされているかを確認すること。
※予定受入先事業者及び予定持出先は、取扱量が多いなど代表的な１者が記載されていれば足り、全ての予定受入先事業者及び予定持出先を記載させる必要はないこと。

②　事業場の平面図及び付近の見取図

ア 事業場の付近の見取図

・事業場の周囲の状況が分かるものであるかを確認すること。

イ 事業場の平面図

・事業場の区域を明らかにするとともに、掲示板、事務所、保管場所、油水分離槽、排水溝、施設など事業に係るものが記載されているかを確認すること。

・保管場所については、屋外・屋内の別が分かるよう区分して記載されているかを確認すること。

・事業場の面積、保管場所の面積、保管量及び保管高(屋外において容器を用いずに保管する場合)の根拠資料が添付されているかを確認すること。

　　ウ 事業場の写真

・事業場の全景及び事業場の平面図に記載した事業に係るものが撮影されているかを確認すること。

　　　※施設については、施設の型式等が分かるものを撮影させること。

3  事業の用に供する施設を設置する場合は、ア～エに記載する書類
ア 施設の処理方式、構造及び設備の概要

・施設の処理方式、構造及び設備の概要が分かるものであるかを確認すること。

　　　　　　イ 施設の構造を明らかにする平面図、立面図、断面図、構造図

・施設の構造が分かる平面図、立面図、断面図（縦断及び横断面図）、構造図であるかを確認すること。

ウ 設計計算書

・施設の処理能力を算出した根拠を示すものであるかを確認すること。

エ 施設の付近の見取図

・施設の周囲の状況が分かるものであるかを確認すること。

④　事業場及び施設の所有権を有すること（所有権を有しない場合には、使用する権原を有すること）を証する書類

ア 土地の登記事項証明書

・届出者と土地の所有者が同じであるかを確認すること。

・受付日から起算して３か月前の日以降に交付されたものであるかを確認すること。

イ 土地使用権原書類（土地の所有者と届出者が異なる場合）

・賃貸借契約書、同意書等により使用権原があるかを確認すること。

ウ 施設使用権原書類

・引渡証明書、売買契約書及び領収書等の代金受領証又は償却資産課税台帳の登録事項証明書等により当該施設の所有権があるかを確認すること。

　　　・当該施設の所有権を有しない場合は、使用賃借契約書等により使用権原があるかを確認すること。

⑤　処分又は再生に伴って生じた廃棄物の処理方法又は再生品の利用方法を記載した書類

・処分又は再生を業として行う場合は、処分又は再生に伴って生じた廃棄物の種類別に、その処理方法又は再生品の利用方法が明記されたものであるかを確認すること。

・廃棄物の処理を他人に委託しようとする場合は、処理業者等の許可証の写し又はこれらに類する書類により確認すること。

・再生品を他人に売却しようとする場合は、再生品の売買契約書の写し又はこれらに類する書類により確認すること。

⑥　届出者の住民票の写し（届出者が個人の場合）

・住民票の写し（本籍（外国人にあっては、住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）第30条の45に規定する国籍等及び在留カード等の番号）の記載のあるものに限る。)は、受付日から起算して３か月前の日以降に交付されたものであるかを確認すること。
・住民票の写しについては、個人番号（マイナンバー）の記載がないものかを確認すること。
⑦　定款又は寄附行為及び登記事項証明書（届出者が法人の場合）

・定款又は寄附行為については、原本と相違ない旨を証明したものかを確認すること。
・登記事項証明書（履歴事項全部証明書）については、受付日から起算して３か月前の日以降に交付されたものであるかを確認すること。

⑧　法定代理人の住民票の写し（届出者が法定代理人の場合）

・上記⑥のとおり。
第４－１－(2) 変更の届出
１　届出の時期

　　変更の10日前までに届出を受付する必要がある。

　　※当該期間を経過した後に届出がなされた場合は、期間経過の理由を記載した書面を提出させ、その内容を確認すること。

２　届出書様式等

	届出書様式
	添付書類
	提出先
	提出部数

	有害使用済機器保管等変更届出書

（省令様式第35号の３）
	別紙１「有害使用済機器保管等届出書　添付書類チェックリスト」による。
	担当健康福祉センター
	正本１部

副本１部


３　届出受付に係る確認事項

　・次の事項を確認の上、届出を受付すること。

　　○「有害使用済機器の保管等に関するガイドライン（第１版）（平成30年３月環境省）」を参考に保管等の基準に適合しているかを確認すること。

○届出事項、添付書類に不備がないことを以下により確認すること。

 (1) 届出事項の確認
　　　　・省令様式第35号の３に必要な事項が記載されているかを確認すること。

　　　・届出事項に係る確認事項は以下のとおりである。

　　　　a　氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名

・上記「第４－１－(1) 新規の届出」に準じて確認すること。
　　　　b　届出を行った年月日

・変更対象となる届出を行った年月日が記載されているかを確認すること。

　　　　c　変更の内容

・変更する内容が具体的に記載されているかを確認すること。

　　　　d　変更の理由

・変更の理由が具体的に記載されているかを確認すること。

　　　　e　変更予定年月日

・変更を予定する年月日が記載されているかを確認すること。

(2) 添付書類の確認
　　　　・別紙１「有害使用済機器保管等届出書 添付書類チェックリスト」に記載の必要な書類が添付されているかを確認すること。

　　　・変更後の書類のほか、変更前の書類も添付させること。

※記載内容に一切変更がない書類については、「変更前後」と明記の上、１枚のみ添付することとして差し支えない。

・第３者が証明等を行った書類については、原則、原本を添付させること。

・添付書類に係る確認事項は、上記「第４－１－(1) 新規の届出」に準じて確認すること。
第４－１－(3) 廃止の届出

１　届出の時期

　　廃止の日から10日以内に届出を受付する必要がある。

　　※当該期間を経過した後に届出がなされた場合は、期間経過の理由を記載した書面を提出させ、その内容を確認すること。

２　届出書様式等

	届出書様式
	添付書類
	提出先
	提出部数

	有害使用済機器保管等廃止届出書

（省令様式第35号の４）
	―
	担当健康福祉センター
	正本１部

副本１部


３　届出受付に係る確認事項

　・届出事項に不備がないことを以下により確認の上、届出を受付すること。

(1) 届出事項の確認
　　　　・省令様式第35号の４に必要な事項が記載されているかを確認すること。

　　　・届出事項に係る確認事項は以下のとおり。

　　　　a　氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名

・上記「第４－１－(1) 新規の届出」に準じて確認すること。
　　　　b　届出を行った年月日

・廃止対象となる届出を行った年月日が記載されているかを確認すること。

　　　　c　廃止した事業の範囲

・廃止した事業の範囲が具体的に記載されているかを確認すること。

　　　　d　廃止の理由

・廃止の理由が具体的に記載されているかを確認すること。

　　　　e　廃止の年月日

・廃止した年月日が記載されているかを確認すること。

第４－２　実地調査
届出書、変更届出書（事業の用に供する施設の変更に限る。）又は廃止届出書を受付し、届出事項等を確認した後は、実地調査を行うものとし、届出の内容と相違がないことを確認すること。（廃止届出書の場合は、有害使用済機器が保管されていないことをあわせて確認すること。）
なお、調査場所が管外となる場合は、その場所を管轄する健康福祉センターに調査を依頼すること。

第５　届出台帳
担当健康福祉センターは、届出書受付後(実地調査が必要な場合は実地調査後)、届出事項を「産業廃棄物情報管理システム」へ入力し、入力後、エクセルへ出力した一覧を有害使用済機器の保管を行う事業場の所在地の市町へ情報提供することとする。
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